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第１編 総   論 

第１章から第２章まで 

（略） 

第３章 関係機関の事務又は業務の大綱等 

（略） 

・ 関係機関の連絡先 

【関係指定行政機関及び関係指定地方行政機関等（自衛隊含む）】 

名     称 所 在 地 電話・ＦＡＸ 

東北地方整備局北上

川下流河川事務所 

石巻市蛇田字新下沼

８０ 

 0225-95-4885 

        

東北農政局消費・安全

部地域第４課 

登米市迫町佐沼字新

大東１７４ 
0220-22-6251 

陸上自衛隊東北方面

隊第22普通科連隊 

多賀城市丸山２－１

－１ 

 022-365-2121 

        

【関係県機関（県警察含む）】 

名        称 所 在 地 電話・ＦＡＸ 

東部地方振興事務所 

 登米地域事務所 

登米市迫町佐沼字西

佐沼１５０－５ 

 0220-22-6128 

(F)0220-22-8096 

東部保健福祉事務所 

 登米地域事務所 

登米市迫町佐沼字西

佐沼１５０－５ 

  0220-22-7514 

(F)0220-22-6175 

東部土木事務所 

 登米地域事務所 

登米市迫町佐沼字西

佐沼１５０－５ 

  0220-22-7533 

(F)0220-22-7534 

東部教育事務所 

 登米地域事務所 

登米市迫町佐沼字西

佐沼１５０－５ 

  0220-22-2777 

(F)0220-22-9858 

第１編 総   論 

第１章から第２章まで 

（略） 

第３章 関係機関の事務又は業務の大綱等 

（略） 

・ 関係機関の連絡先 

【関係指定行政機関及び関係指定地方行政機関等（自衛隊含む）】 

名     称 所 在 地 電話・ＦＡＸ 

東北地方整備局北上

川下流河川事務所 

石巻市蛇田字新下沼

８０ 

T 0225-94-9854 

F 0225-94-9857 

削除 削除 削除 

陸上自衛隊    

第22即応機動連隊 

多賀城市丸山２－１

－１ 

T 022-365-2121 

F 022-363-0491 

【関係県機関（県警察含む）】 

名        称 所 在 地 電話・ＦＡＸ 

東部地方振興事務所 

 登米地域事務所 

登米市迫町佐沼字西

佐沼１５０－５ 

T 0220-22-6687 

F 0220-22-8096 

東部保健福祉事務所 

 登米地域事務所 

登米市迫町佐沼字西

佐沼１５０－５ 

T 0220-22-7514 

F 0220-22-6175 

東部土木事務所 

 登米地域事務所 

登米市迫町佐沼字西

佐沼１５０－５ 

T 0220-22-7533 

F 0220-22-7534 

東部教育事務所 
石巻市あゆみ野５丁

目７番地 

T 0225-95-7016 

F 0225-23-2529 
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佐沼警察署 
登米市迫町佐沼字中

江５－１１－５ 

  0220-22-2121 

   

登米警察署 
登米市登米町寺池目

子待井２６５ 

  0220-52-2121 

   

【相互応援協定締結市町】 

名        称 所 在 地 電話・ＦＡＸ 

一関市消防本部防災

課 

   一関市竹山町 

7-2 

  0191-25-0119 

(F)0191-25-5119 

平泉町総務企画課 
   平泉町平泉字

志羅山４５ 

  0191-46-2111 

(F)0191-46-3080 

藤沢町自治振興推進

室 

藤沢町藤沢字町裏１

８７ 

0191-63-4121 

(F)0191-63-5022 

大船渡市総務部防災

管理室 

   大船渡市盛町

字津野沢１５ 

  0192-27-3111 

(F)0192-26-4477 

陸前高田市総務部防

災対策室 

   陸前高田市高

田町字館の沖１１０ 

  0192-54-2111 

(F)0192-54-3888 

住田町総務課 
   住田町世田米

字川向９６－１ 

  0192-46-2111 

(F)0192-46-3515 

気仙沼市総務部危機

管理課 

気仙沼市八日町１－

１－１ 

  0226-22-6600 

(F)0226-24-3566 

南三陸町危機管理対

策室 

   南三陸町志津

川町字塩入７７ 

  0226-46-1376 

(F)0226-46-5348 

本吉町総務課 本吉町津谷舘岡１０ 
0226-42-2600 

(F)0226-42-2465 

佐沼警察署 
登米市迫町佐沼字中

江５－１１－５ 

T 0220-22-2121 

F  

登米警察署 
登米市登米町寺池目

子待井２６５ 

T 0220-52-2121 

F  

【相互応援協定締結市町】 

名  称 所 在 地 電話・ＦＡＸ 

一関消防本部警防課 
岩手県一関市竹山町

７－２ 

T 0191-25-0119 

F 0191-25-5119 

平泉町総務課 

岩手県西磐井郡平泉

町平泉字志羅山４５

―２ 

T 0191-46-5540 

F 0191-46-3080 

削除 削除 削除 

大船渡市総務部防災

管理室 

岩手県大船渡市盛町

字津野沢１５ 

T 0192-27-3111 

F 0192-26-4477 

陸前高田市防災局防

災課 

岩手県陸前高田市高

田町字下和野１ 

T 0192-54-2111 

F 0192-54-3888 

住田町総務課 

岩手県気仙郡住田町

世田米字川向８８―

１ 

T 0192-46-2112 

F 0192-46-3515 

気仙沼市総務部危機

管理課 

気仙沼市八日町１－

１－１０ 

T 0226-22-3404 

F 0226-24-3566 

南三陸町総務課 
本吉郡南三陸町志津

川字沼田１０１ 

T 0226-46-1376 

F 0226-46-5348 

削除 削除 削除 
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栗原市総務部危機管

理室 

栗原市築館字留場中

田１１１－１ 

  0228-22-1149 

(F)0228-22-1156 

【その他の機関】 

名        称 所 在 地 電話・ＦＡＸ 

東日本電信電話(株)

宮城支店 

古川営業支店 

大崎市古川駅前大通

３－２－１ 
  0229-91-4221 

(F)0229-91-4921 

東北電力（株） 

栗原登米営業所 

栗原市築館伊豆１－

１１－１ 

  0228-23-6473 

(F)0228-22-9922 

（株）ミヤコーバス 

佐沼営業所 

登米市迫町佐沼字中

江 2-3-4 

  0220-22-3911 

(F)0220-22-3911 

宮城県エルピーガス協

会登米 LPガス協議会 

登米市南方町中高石 

５０－１ 

  0220-58-2653 

(F)0220-58-2004 

（社）宮城県トラック

協会 

登米・本吉支部 

登米市迫町森字平柳

２６０－１ 

  0220-22-6484 

(F)0220-22-8130 

登米市医師会 
登米市迫町佐沼字天

神前３９－５ 

  0220-22-2084 

(F) 

 

 

 

 

 

 

 

 

栗原市総務部危機対

策課 

栗原市築館薬師 1-

7-1 

T 0228-22-1149 

F 0228-22-1156 

【その他の機関】 

 

 

 

 

 

 

 

名        称 所 在 地 電話・ＦＡＸ 

東日本電信電話（株） 

宮城事業部 

古川営業支店 

大崎市古川駅前大

通３－２－１ 
T 0229-22-8900 

F 0229-23-9589 

東北電力（株） 

栗原登米電力センタ

ー 

栗原市築館伊豆 1-

11-1 

T 0228-22-9630 

F 0228-22-3915 

（株）ミヤコーバス 

佐沼営業所 

登米市迫町佐沼字

中江 2-3-4 

T 0220-22-3064 

F 0220-22-5488 

宮城県ＬＰガス協会 

登米 LPガス協議会 

登米市迫町佐沼字

北散田 120-1 

T 0220-22-2415 

F 0220-22-6732 

（社）宮城県トラッ

ク協会 

登米・本吉支部 

登米市迫町森字平

柳２６０－１ 

T 0220-22-6484 

F 0220-22-8130 

登米市医師会 
登米市迫町佐沼字

下田中 25 

T 0220-22-2084 

F 0220-22-8561 
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第４章 市の地理的、社会的特徴 

（略） 

 ３ 気 候  

本市は東南部の一部において太平洋岸気候を示しているが、

大部分は内陸性気候となっており、気温の差が大きく、平成 28

年の年間平均気温は 12.1℃、年間降水量は 964ｍｍとなってい

る。 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ４ 人 口   

総人口は、平成 17 年には、89、316 人で、平成 12 年調査時

より約４％減少している。世帯数は 25、048世帯で、増加を続

けているが、１世帯あたりの人員は減少しており、核家族化が

進んでいることが分かる。 

また、年齢別３階層人口で比較すると、平成２年から平成 12

年の 10 年間に、年少人口の割合は 20.4％から 15.0％に減少

第４章 市の地理的、社会的特徴 

（略） 

 ３ 気 候  

本市は東南部の一部において太平洋岸気候を示しているが、

大部分は内陸性気候となっており、気温の差が大きく、令和２

年の年間平均気温は 12.4℃、年間降水量は 981 ㎜となってい

る。 

（略） 

 

 

 

 

 ４ 人 口  

総人口は令和２年 には 76、037人で、平成 27年調査時よ

り約 7.2％減少している。世帯数は 25、697世帯で、減少傾向

にあり 、１世帯あたりの人員も年々減少している。    

            

また、年齢別３階層人口で比較すると、平成 22年から令和

２年の 10年間に、年少人口の割合は 12.6％から 11.0％に減
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し、逆に高齢者人口の割合が、17.4％から 25.2％に増加してお

り、   少子・高齢化が進んでいる。 

この状況で推移すれば、人口の減少、少子・高齢化が進むこ

とが予想される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

少し、逆に高齢者人口の割合が、28.3％から 35.5％に増加し 

ており、さらに少子・高齢化が進んでいる。 
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 ５ 土地利用  

本市の面積は 536.12 km２で、県全体の 7.36％を占め、栗原

市、大崎市、仙台市、石巻市に次いで県内 ５位の広さである。 

地目別では森林・原野 223.44 km２（42％）が最も多く、農用

地 188.10 km２（35％）、宅地 27.32 km２（5％）となっており、

自然が豊かである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ５ 土地利用  

本市の面積は 536.12km２で、県全体の 7.36％を占め、栗原市、

大崎市、仙台市、石巻市に次いで県内第５位の広さがある。 

地目別では森林・原野 222.50km２（41.5％）が最も多く、

農用地 176.10km２（32.9％）、宅地 29.64km２（5.5％）となっ

ており、自然が豊かである。 
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11 

 

 

 

 

 ６ 交 通    

（１）道 路 

本市の道路網は、主要国道 45 号、一般国道 342 号、346

号、456号を主軸とし、県内各市町村を連絡する主要地方道

（87.95㎞）、一般県道（112.50㎞）及び地域住民の生活に

密着した市道（2、663.9 ㎞）で構成されており、総延長は

㎞となっている。 

（２）鉄 道 

市内の鉄道は、ＪＲ線については市の西端を東北本線が

南北に走り、市の南東部を気仙沼線が東西に       

   走っている。 

 

 ７ その他   

本市に、空港、港湾、自衛隊施設、原子力発電所、石油コン

ビナートは無い。                    

                              

                              

                              

                              

     

 

第５章 市国民保護計画が対象とする事態 

（略） 

 １ 武力攻撃事態  

（略） 

（１）武力攻撃事態の類型 

 ６ 交 通 網  

（１）道 路 

本市の道路網は、国道 45号、342号、346号、398号及

び国道 456号を主軸として、主要地方道８路線及び一般県

道 15路線で形成されており、そのうち主要な６路線が迫

町を中心として放射状に延びている。          

            

（２）鉄 道 

市内の鉄道は、ＪＲ東北本線が本市の北西部の迫町と石

越町を、ＪＲ気仙沼線が本市南部の豊里町と南東部の津山

町まで走っている。 

 

 ７ その他   

本市に、空港、港湾、自衛隊施設、原子力発電所、石油コ

ンビナートは無いが、本市の、豊里町域の一部及び津山町域

の大半が東北電力（株）女川原子力発電所からおおむね 30km

圏内（避難、屋内退避、安定ヨウ素剤の予防服用等を準備す

る区域）にあることから、原子力防災対策を重点的に充実す

べき地域の区分に応じた防護措置の準備と実施が求められ

る。 

 

第５章 市国民保護計画が対象とする事態 

（略） 

 １ 武力攻撃事態  

（略） 

（１）武力攻撃事態の類型 



 

登米市国民保護計画 新旧対照表 

項番号 修正前 修正後 備考 
 

- 8 - 

11 

 

 

13 

 

 

 

 

14 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             

                             

（略） 

（２）ＮＢＣ攻撃の想定 

                                 

                             

       

種 別 想定される被害の留意点 

１ 核

兵器等 

（略） 

                        

                        

                        

                        

２ 生

物兵器 

（略） 

 

３ 化

学兵器 

（略） 

 

 

 ２ 緊急対処事態  

（略） 

 

 

基本指針において武力攻撃事態として想定されている 

のは、以下に掲げる４類型である。 

（略） 

（２）ＮＢＣ攻撃の想定 

基本指針において、特殊な対応が必要であるＮＢＣ攻撃 

として、以下に掲げる兵器を用いた攻撃が想定されてい

る。 

種 別 想定される被害の留意点 

１ 核

兵器等 

（略） 

〇 核攻撃等においては、避難住民等（運送に使用す

る車両及びその乗務員を含む。）の避難帯域時検査

及び簡易除染その他放射性物質による汚染の拡大

を防止するため必要な措置を講じる必要がある。 

２ 生

物兵器 

（略） 

 

３ 化

学兵器 

（略） 

 

 

 ２ 緊急対処事態  

（略） 
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 第２編 平素からの備えや予防 

第１ 市における組織・体制の整備 

第１章 組織・体制の整備等 

 

 

 

 

 

 

 

 １ 市の各部課室における平素の業務  

（略） 

 

部局名 平 素 の 業 務 

総務部 ・ 国民保護協議会の運営に関すること 

・市国民保護対策本部に関すること 

                     

・避難実施要領の策定に関すること 

・物資及び資材の備蓄に関すること 

・国民保護措置についての訓練に関すること 

・安否情報の収集体制の整備に関すること 

・住民に対する警報の伝達および緊急通報の通

知に関すること 

・特殊標章等の交付等に関すること 

企画部    

    

・国民保護措置についての財政に関すること 

                 

                  

建設部 ・復旧に関すること 

                

第２編 平素からの備えや予防 

第１ 市における組織・体制の整備 

第１章 組織・体制の整備等 

 

 

 

 

 

 

 １ 市の各部課室における平素の業務  

（略） 

 

部局名 平 素 の 業 務 

総務部 ・市国民保護協議会の運営に関すること 

・市国民保護対策本部に関すること 

・国民保護措置についての財政に関すること 

・避難実施要領の策定に関すること 

・物資及び資材の備蓄に関すること 

・国民保護措置についての訓練に関すること 

・安否情報の収集体制の整備に関すること 

・住民に対する警報の伝達および緊急通報の通

知に関すること 

・特殊標章等の交付等に関すること 

まちづくり

推進部 

・                    

・国民保護に関する広報に関すること 

・観光客への安全確保対策に関すること 

建設部 ・復旧に関すること 

・道路、橋梁の保全に関すること 

市は、国民保護措置を的確かつ迅速に実施するため、国

民保護措置の実施に必要な組織及び体制、職員の配置及び

服務基準等の整備を図る必要があることから、以下のとお

り、各部局の平素の業務、職員の参集基準等について        

   定める。 

市は、国民保護措置を的確かつ迅速に実施するため、国

民保護措置の実施に必要な組織及び体制、職員の配置及び

服務基準等の整備を図る必要があることから、      

  各部局の平素の業務、職員の参集基準等について次の

とおり定める。 
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16 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

17 

 

 

 

 

 

 

 

 

                     

                     

産業経済部 ・食料供給対策に関すること 

市民生活部 ・避難施設の運営体制の整備に関すること 

                     

                     

                  

             

教育委員会 ・児童生徒の避難対策に関すること 

                

                 

医療局 ・災害救護、医療救護の運営に関すること 

消防本部 ・武力攻撃災害への対処に関すること    

       

・住民の避難誘導に関すること 

・24時間即応体制の整備に関すること 

水道事業所 ・水供給対策に関すること 

                   

 

 ２ 職員の参集基準等  

（１）から（３）まで （略） 

【職員参集基準】 

体   制 参 集 基 準 

①担当課室体制 防災課           職員が参集 

②緊急事態連絡

室体制 

（略） 

③市国民保護対

策本部体制 

（略） 

 

・被災者用住宅の確保体制整備に関すること 

・仮設住宅の建設促進体制整備に関すること 

産業経済部 ・食料供給対策に関すること 

市民生活部 ・避難施設の運営体制の整備に関すること 

・高齢者、障害者その他特に配慮を要する者の

安全確保及び支援体制の整備に関すること 

・保育児等の安全、避難に関すること 

・廃棄物処理に関すること 

教育部   ・児童生徒の避難対策に関すること 

・学校及び教育施設に関すること 

・学用品の確保、調達に関すること 

医療局 ・災害救護、医療救護の運営に関すること 

消防本部 ・武力攻撃災害への対処に関すること（救急・救

助を含む。） 

・住民の避難誘導に関すること 

・24時間即応体制の整備に関すること 

上下水道部 ・水供給対策に関すること 

・上下水道施設の機能確保に関すること 

 

 ２ 職員の参集基準等  

（１）から（３）まで （略） 

【職員参集基準】 

体   制 参 集 基 準 

①担当課室体制 危機管理監及び防災危機対策室職員が参集 

②緊急事態連絡

室体制 

（略） 

③市国民保護対

策本部体制 

（略） 
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18 

 

 

 

 

 

 

19 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事態の状況に応じた初動体制の確立】 

（略） 

 （４）及び（５） （略） 

【市対策本部長、市対策副本部長及び市対策本部員の代替職員】 

名 称 
代替職員 

（第１順位） 

代替職員 

（第２順位） 

代替職員 

（第３順位） 

市 長 副市長 総務部長 危機管理監 

副市長 総務部長 危機管理監 
 防災課長  

            

                        

 （６）及び（７） （略） 

 ３ 消防機関の体制  

 （１） （略） 

（２）消防団の充実・活性化の推進等 

市は、消防団が避難住民の誘導等に重要な役割を担うこ

とにかんがみ、県と連携し、地域住民の消防団への参加促

進、消防団に係る広報活動、全国の先進事例の情報提供、施

設及び設備の整備の支援等の取組を積極的に行い、消防団

の充実・活性化を図る。 

（略） 

第２ 関係機関との連携体制の整備 

 

 

 

 

 

【事態の状況に応じた初動体制の確立】 

（略） 

（４）及び（５） （略） 

【市対策本部長、市対策副本部長及び市対策本部員の代替職員】 

名 称 
代替職員 

（第１順位） 

代替職員 

（第２順位） 

代替職員 

（第３順位） 

市 長 副市長 総務部長 危機管理監 

副市長 総務部長 危機管理監 
※防災危機 

対策室長 

※危機管理監と防災対策室長が兼務の場合は総務課長 

 （６）及び（７） （略） 

 ３ 消防機関の体制  

（１） （略） 

（２）消防団の充実・活性化の推進等 

市は、消防団が避難住民の誘導等に重要な役割を担うこ

とに鑑み  、県と連携し、地域住民の消防団への入団促

進、消防団による広報活動、全国の先進事例の情報提供、

施設及び設備の整備の支援等の取組を積極的に行い、消防

団の充実・活性化を図る。 

（略） 

第２ 関係機関との連携体制の整備 

 

 

 

 

 

市は、国民保護措置を実施するにあたり、国、県、他の市

町村、指定公共機関、指定地方公共機関その他の関係機関と

相互に連携協力することが必要不可欠であるため、以下のと

おり、関係機関との連携体制整備のあり方について     

 定める。 

市は、国民保護措置を実施するにあたり、国、県、他の市

町村、指定公共機関、指定地方公共機関その他の関係機関と

相互に連携協力することが必要不可欠であるため、     

   関係機関との連携体制整備のあり方について次のとお

り定める。 
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22 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

23 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １ 基本的な考え方  から  ５ 自主防災組織・ボランティア

団体等に対する支援 まで （略） 

 

第３ 通信の確保 

 

 

 

 

 

（１）非常通信体制の整備 （略） 

（２）非常通信体制の確保 （略） 

                              

                              

                              

                              

      

 

第４ 情報収集・提供等の体制整備 

 

 

 

 

 

 

 １ 基本的考え方   

（１）情報収集・提供のための体制の整備 （略） 

（２）体制整備にあたっての留意事項 （略） 

 １ 基本的な考え方  から  ５ 自主防災組織・ボランティア

団体等に対する支援 まで （略） 

 

第３ 通信の確保 

 

 

 

 

 

（１）非常通信体制の整備 （略） 

（２）非常通信体制の確保 （略） 

また、市は非常通信体制の確保に当たっては、災害時に

おいて確保している通信手段(緊急情報ネットワークシス

テム(Ｅｍ－Ｎｅｔ））、全国瞬時警報システム(Ｊ－ＡＬＥ

ＲＴ)等)を活用するとともに、その運営・管理、整備等を

行う。 

 

第４ 情報収集・提供等の体制整備 

 

 

 

 

 

 

 １ 基本的考え方   

（１）情報収集・提供のための体制の整備 （略） 

（２）体制整備にあたっての留意事項 （略） 

市は、武力攻撃事態等において国民保護措置を的確かつ迅

速に実施するためには、非常通信体制の整備等による通信の

確保が重要であることから、       非常通信体制の

整備等について     定める。 

市は、武力攻撃事態等において国民保護措置を的確かつ迅

速に実施するためには、非常通信体制の整備等による通信の

確保が重要であることから、       非常通信体制の

整備等について次のとおり 定める。 

市は、武力攻撃事態等において、国民保護措置に関する情

報提供、警報の内容の通知及び伝達、被災情報の収集・報

告、安否情報の収集・整理等を行うため、情報収集・提供等

の体制整備のために必要な事項について、     定め

る。 

市は、武力攻撃事態等において、国民保護措置に関する情

報提供、警報の内容の通知及び伝達、被災情報の収集・報

告、安否情報の収集・整理等を行うため、情報収集・提供等

の体制整備のために必要な事項について、次のとおり定め

る。 
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24 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(略) （略） 

運 

用 

面 

（略） 

・無線通信系の通信輻輳時の混信等の対策に十分留意し、

武力攻撃事態等非常時における運用計画を定めるとと

もに、関係機関との間で携帯電話等の電気通信事業用

移動通信    防災行政無線及び消防救急無線等の

業務用移動通信を活用した運用方法等について十分な

調整を図る。 

（略） 

・担当職員の役割・責任の明確化等を図るとともに、職員

担当者が被害を受けた場合に備え、円滑に他の職員が

代行できるような体制の構築を図る。 

・国民に情報提供するにあたっては、         

                、広報車両等を活

用するとともに、高齢者、障害者 、外国人その他情報

の伝達に際し援護を要する者及びその他通常の手段で

は情報の入手が困難と考えられる者に対しても情報を

伝達できるよう必要な検討を行い、体制整備を図る。 

（３）情報の共有 （略） 

  ２ 警報等の伝達に必要な準備   

（１）警報の伝達体制の整備 

市は、知事から警報の内容の通知があった場合の住民及

び関係団体への伝達方法等についてあらかじめ定めておく

とともに、住民及び関係団体に伝達方法等の理解が行き渡

るよう事前に説明や周知を図る。この場合において、民生委

員や社会福祉協議会、国際交流協会等との協力体制を構築

するなど、高齢者、障害者 、外国人等に対する伝達に配慮

 

(略) （略） 

運 

用 

面 

（略） 

・無線通信系の通信輻輳時の混信等の対策に十分留意し、

武力攻撃事態等非常時における運用計画を定めるとと

もに、関係機関との間で携帯電話等の電気通信事業用

移動通信、移動系防災行政無線及び消防救急無線等の

業務用移動通信を活用した運用方法等について十分な

調整を図る。 

（略） 

・担当職員の役割・責任の明確化等を図るとともに、担当

職員 が被害を受けた場合に備え、円滑に他の職員が

代行できるような体制の構築を図る。 

・国民に情報提供するにあたっては、コミュニティＦＭ

を活用した緊急告知ラジオ・屋外放送、広報車両等を活

用するとともに、高齢者、障がい者、外国人その他情報

の伝達に際し援護を要する者及びその他通常の手段で

は情報の入手が困難と考えられる者に対しても情報を

伝達できるよう必要な検討を行い、体制整備を図る。 

（３）情報の共有 （略） 

 ２ 警報等の伝達に必要な準備   

（１）警報の伝達体制の整備 

市は、知事から警報の内容の通知があった場合の住民及

び関係団体への伝達方法等についてあらかじめ定めておく

とともに、住民及び関係団体に伝達方法等の理解が行き渡

るよう事前に説明や周知を図る。この場合において、民生委

員や社会福祉協議会、国際交流協会等との協力体制を構築

するなど、高齢者、障がい者、外国人等に対する伝達に配慮



 

登米市国民保護計画 新旧対照表 

項番号 修正前 修正後 備考 
 

- 14 - 

24 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

する。（その際、民生委員や社会福祉協議会との十分な協議

のうえ、その役割を考える。） 

 （２）防災行政無線の整備 

市は、武力攻撃事態等における迅速な警報の内容の伝達等

に必要となる同報系その他の防災行政無線のデジタル化の

推進や可聴範囲の拡大を図る。 

（３）県警察との連携 

市は、武力攻撃事態等において、住民に対する警報の内容

の伝達が的確かつ迅速に行われるよう、県警察との協力体

制を構築する。 

（４）国民保護に係るサイレンの住民への周知 

国民保護に係るサイレン音（「国民保護に係る警報のサイ

レンについて」平成 17 年７月６日付消防運第 17 号国民保

護運用室長通知）については、訓練等の様々な機会を活用し

て住民に十分な周知を図る。 

（５）大規模集客施設等に対する警報の伝達のための準備 

市は、県から警報の内容の通知を受けたときに、市長が迅

速に警報の内容の伝達を行うこととなる区域内に所在する

学校、病院、駅、大規模集客施設、大規模集合住宅、官公庁、

事業所その他多数の者が利用又は居住する施設について、

県との役割分担も考慮して定める。 

（６）民間事業者からの協力の確保 

市は、県と連携して、特に昼間人口の多い地域における

「共助」の活動の実施が期待される民間事業者が、警報の内

容の伝達や住民の避難誘導等を主体的に実施できるよう、

各種の取組を推進する。 

する。（その際、民生委員や社会福祉協議会との十分な協議

のうえ、その役割を考える。） 

  （削除）         

                               

                               

                  

（２）県警察との連携 

市は、武力攻撃事態等において、住民に対する警報の内容

の伝達が的確かつ迅速に行われるよう、県警察との協力体

制を構築する。 

（３）国民保護に係るサイレンの住民への周知 

国民保護に係るサイレン音（「国民保護に係る警報のサイ

レンについて」平成 17 年７月６日付消防運第 17 号国民保

護運用室長通知）については、訓練等の様々な機会を活用し

て住民に十分な周知を図る。 

（４）大規模集客施設等に対する警報の伝達のための準備 

市は、県から警報の内容の通知を受けたときに、市長が迅

速に警報の内容の伝達を行うこととなる区域内に所在する

学校、病院、駅、大規模集客施設、大規模集合住宅、官公庁、

事業所その他多数の者が利用又は居住する施設について、

県との役割分担も考慮して定める。 

（５）民間事業者からの協力の確保 

市は、県と連携して、特に昼間人口の多い地域における

「共助」の活動の実施が期待される民間事業者が、警報の内

容の伝達や住民の避難誘導等を主体的に実施できるよう、

各種の取組を推進する。 
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28 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   その際、先進的な事業者の取組をＰＲすること等

により、協力が得られやすくなるような環境整備に努める。 

 

 ３ 安否情報の収集、整理及び提供に必要な準備  

（１）安否情報の種類及び報告様式 

市は、避難住民及び武力攻撃災害により死亡し又は負傷

した住民の安否情報（以下参照）に関して、武力攻撃事態等

における安否情報の収集及び報告の方法並びに安否情報の

照会及び回答の手続その他の必要な事項を定める省令   

      （以下「安否情報省令」という。）第２条に規

定する様式第３号の安否情報報告書の様式により、     

                県に報告する。 

（２）及び（３） （略） 

 ４ 被災情報の収集・報告に必要な準備   （略） 

 

第５ 研修及び訓練 

 

 

 

 

 

 

 １ 研 修   

（略） 

 ２ 訓 練   

（１）市における訓練の実施 

また、その際、先進的な事業者の取組をＰＲすること等に

より、協力が得られやすくなるような環境整備に努める。 

 

 ３ 安否情報の収集、整理及び提供に必要な準備  

（１）安否情報の種類及び報告様式 

市は、避難住民及び武力攻撃災害により死亡し又は負傷

した住民の安否情報（以下参照）に関して、原則として、

武力攻撃事態等における安否情報の収集及び報告の方法並

びに安否情報の照会及び回答の手続その他の必要な事項を

定める省令（以下「安否情報省令」という。） 第１条に規

定する様式第１号及び第２号の安否情報収集様式により収

集し、安否情報システムを用いて県に報告する。  

（２）及び（３） （略） 

 ４ 被災情報の収集・報告に必要な準備   （略） 

 

第５ 研修及び訓練 

 

 

 

 

 

 

 １ 研 修   

（略） 

２ 訓 練   

（１）市における訓練の実施 

市職員は、住民の生命、身体及び財産を保護する責務を有

していることから、研修を通じて国民保護措置の実施に必要

な知識の習得に努めるとともに、実践的な訓練を通じて武力

攻撃事態等における対処能力の向上に努める必要がある。こ

のため、市における研修及び訓練のあり方について必要な事

項を、以下のとおり定める。 

市職員は、住民の生命、身体及び財産を保護する責務を有

していることから、研修を通じて国民保護措置の実施に必要

な知識の習得に努めるとともに、実践的な訓練を通じて武力

攻撃事態等における対処能力の向上に努める必要がある。こ

のため、市における研修及び訓練のあり方について必要な事

項を、次のとおり 定める。 
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29 

 

 

 

 

 

 

 

30 

 

 

 

 

 

 

 

   市は、近隣市町村、県、国等関係機関と共同するなどし 

て、国民保護措置についての訓練を実施し、武力攻撃事態 

等における対処能力の向上を図る。 

訓練の実施に当たっては、具体的な事態を想定し、防災 

訓練におけるシナリオ作成等、既存のノウハウを活用する 

とともに、県警察、自衛隊等との連携を図る。      

                           

                           

                           

                           

                   

（２） （略） 

（３）訓練にあたっての留意事項 

 ①（略） 

   ② 国民保護措置についての訓練の実施においては、住民

の避難誘導や救援等に当たり、町内会・自治会の協力を求

めるとともに、特に高齢者、障害者 その他特に配慮を要

する者への的確な対応が図られるよう留意する。 

③から⑥まで （略） 

 

第２章 避難、救援及び武力攻撃災害への対処に関する平素から

の備え 

 

 

 

 

 

 １ 避難に関する基本的事項   

   市は、近隣市町村、県、国等関係機関と共同するなどし 

て、国民保護措置についての訓練を実施し、武力攻撃事態 

等における対処能力の向上を図る。 

訓練の実施に当たっては、具体的な事態を想定し、防災 

訓練におけるシナリオ作成等、既存のノウハウを活用する 

とともに、県警察、自衛隊等との連携による、ＮＢＣ攻撃

等により発生する武力攻 撃 災害への対応訓練、広域にわ

たる避難訓練、地下への避難訓練等武力攻撃事態等に特有

な訓練等について、人口密集地を含む様々な場所や想定で

行うとともに、実際に資機材や様々な情報伝達手段を用い

るなど実践的なものとするよう努める。 

（２） （略） 

（３）訓練にあたっての留意事項 

 ①（略） 

② 国民保護措置についての訓練の実施においては、住民

の避難誘導や救援等にあたり、町内会、自治会の協力を

求めるとともに、特に高齢者、障がい者その他特に配慮

を要する者への的確な対応が図られるよう留意する。 

③から⑥まで （略） 

 

第２章 避難、救援及び武力攻撃災害への対処に関する平素から

の備え 

 

 

 

 

 

 １ 避難に関する基本的事項   

避難、救援及び武力攻撃災害への対処に関する平素からの

備えに関して必要な事項について、以下のとおり定める（通

信の確保、情報収集・提供体制など既に記載しているものを

除く。）。 

避難、救援及び武力攻撃災害への対処に関する平素からの

備えに関して必要な事項について、次のとおり 定める（通

信の確保、情報収集・提供体制など既に記載しているものを

除く。）。 
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30 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

31 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）及び（２） （略） 

（３）高齢者、障害者等災害時要援護者 への配慮 

市は、避難住民の誘導に当たっては、高齢者、障害者等 

   自ら避難することが困難な者の避難について、地域

防災計画に定める要援護者対応計画        を活

用しつつ、災害時要援護者 の避難対策を講じる。 

その際、避難誘導時において、災害・福祉関係部局を中心

とした横断的な「災害時要援護者支援班 」を迅速に設置で 

きるよう職員の配置に留意する。 

（４）及び（５） （略） 

 ２ 避難実施要領のパターンの作成  から ６ 生活関連等施設

の把握等  まで 

（略） 

 ５ 避難施設の指定への協力   

   市は、県が行う避難施設の指定に際しては、             

           必要な情報を提供するなど県に協力

する。 

     市は、県が指定した避難施設に関する情報を避難施設デー 

タベース等により、県と共有するとともに、県と連携して住 

民に周知する。 

 ６ 生活関連等施設の把握等    

 （略） 

 

 

 

 

（１）及び（２） （略） 

（３）高齢者、障害者等避難行動要支援者への配慮 

市は、避難住民の誘導に当たっては、高齢者、障害者等

のうち自ら避難することが困難な者の避難について、災害

時への対応として作成している避難行動要支援者名簿を活

用しつつ、避難行動要支援者の避難対策を講じる。 

その際、避難誘導時において、防災・福祉関係部局を中

心とした横断的な「避難行動要支援者支援班」を迅速に設

置できるよう職員の配置に留意する。 

（４）及び（５） （略） 

 ２ 避難実施要領のパターンの作成  から ４ 運送事業者の輸

送力・輸送施設の把握等  まで 

（略） 

 ５ 避難施設の指定への協力   

   市は、県が行う避難施設の指定に際しては、施設の収容人

数、構造、保有設備等の必要な情報を提供するなど県に協力

する。 

     市は、県が指定した避難施設に関する情報を避難施設デー

タベース等により、県と共有するとともに、県と連携して周

知する。 

 ６ 生活関連等施設の把握等    

 （略） 
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33 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

35 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 物資及び資材の備蓄、整備 

 

 

 

 

 １ 市における備蓄   

（１）防災のための備蓄との関係 

住民の避難や避難住民等の救援に必要な物資や資材につ

いては、従来の防災のために備えた物資や資材と共通する

ものが多いことから、可能であるものについては、原則と

して、国民保護措置のための備蓄と防災のための備蓄とを

相互に兼ねるとともに、武力攻撃事態等において特に必要

となる物資及び資材について、備蓄し、又は       

                           

                           

                  調達体制を整備す 

る。 

 （２）及び（３） （略） 

 ２ 市が管理する施設及び施設の整備及び点検等   （略） 

 

第４章 国民保護に関する啓発 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 物資及び資材の備蓄、整備 

 

 

 

 

 １ 市における備蓄   

（１）防災のための備蓄との関係 

    住民の避難や避難住民等の救援に必要な物資や資材につ

いては、従来の防災のために備えた物資や資材と共通する

ものが多いことから、可能であるものについては、原則と

して、国民保護措置のための備蓄と防災のための備蓄とを

相互に兼ねるとともに、武力攻撃事態等において特に必要

となる物資及び資材について、備蓄し、又は特に地下に所

在する避難施設などで、防災のための備蓄が整備されてい

ない施設については、近隣の避難施設から必要な物資及び 

資材を輸送し、活用を行うことを含め、調達体制を整備す

る。 

 （２）及び（３） （略） 

 ２ 市が管理する施設及び施設の整備及び点検等   （略） 

 

第４章 国民保護に関する啓発 

 

 

 

 

 

 

 

市が備蓄、整備する国民保護措置の実施に必要な物資及び

資材について、以下のとおり定める。 

市が備蓄、整備する国民保護措置の実施に必要な物資及び

資材について、次のとおり 定める。 

武力攻撃災害による被害を最小限化するためには、住民が

国民保護に関する正しい知識を身につけ、武力攻撃事態等に

おいて適切に行動する必要があることから、国民保護に関す

る啓発や武力攻撃事態等において住民がとるべき行動等に関

する啓発のあり方にについて必要な事項を、以下のとおり定

める。 

武力攻撃災害による被害を最小限化するためには、住民が

国民保護に関する正しい知識を身につけ、武力攻撃事態等に

おいて適切に行動する必要があることから、国民保護に関す

る啓発や武力攻撃事態等において住民がとるべき行動等に関

する啓発のあり方にについて必要な事項を、次のとおり 定

める。 



 

登米市国民保護計画 新旧対照表 

項番号 修正前 修正後 備考 
 

- 19 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

35 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １ 国民保護措置に関する啓発   

（１）啓発の方法 

（略） 

また、高齢者、障害者 、外国人等に対しては、点字や

外国語を使用した広報媒体を使用するなど実態に応じた方

法により啓発を行う。 

（略） 

（２） （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 ２ 武力攻撃事態等において住民がとるべき行動等に関する啓

発  （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １ 国民保護措置に関する啓発   

（１）啓発の方法 

（略） 

また、高齢者、障がい者、外国人等に対しては、点字や

外国語を使用した広報媒体を使用するなど実態に応じた方

法により啓発を行う。 

（略） 

（２） （略） 

 （３）学校における教育 

市教育委員会は、県教育委員会の協力を得て、児童生徒

等の安全の確保及び災害対応能力育成のため、市立学校に

おいて、安全教育や自他の生命を尊重する精神、ボランテ

ィア精神の育成等のため教育を行う。 

 

 ２ 武力攻撃事態等において住民がとるべき行動等に関する啓

発  （略） 
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36 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３編  武力攻撃事態等への対処 

第１章 初動連絡体制の迅速な確立及び初動措置 

 

 

 

 

 

 

 

 １ 市国民保護措置対策本部設置前における緊急事態連絡室の

設置及び初動措置   

（１）緊急事態連絡室等の設置 

（略） 

※【市緊急事態連絡室の構成等】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）から（４）まで （略） 

  ２ 武力攻撃等の兆候に関する連絡があった場合の対応  

第３編  武力攻撃事態等への対処 

第１章 初動連絡体制の迅速な確立及び初動措置 

 

 

 

 

 

 

 

 １ 市国民保護措置対策本部設置前における緊急事態連絡室の

設置及び初動措置   

（１）緊急事態連絡室等の設置 

（略） 

※【市緊急事態連絡室の構成等】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）から（４）まで （略） 

  ２ 武力攻撃等の兆候に関する連絡があった場合の対応  

（略） 

このため、かかる事態において初動体制を確立し、関係機

関からの情報提供を迅速に集約・分析して、その被害の実態

に応じた応急活動を行っていくことの重要性に鑑み、市の初

動体制について、次のとおり 定める。 

（略） 

このため、かかる事態において初動体制を確立し、関係機

関からの情報提供を迅速に集約・分析して、その被害の実態

に応じた応急活動を行っていくことの重要性に鑑み、市の初

動体制について、以下のとおり定める。 
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38 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

第２章 市対策本部の設置等 

 

 

 

 

 １ 市対策本部の設置   

（１）市対策本部の設置の手順 

① から ⑤まで （略） 

⑥ 本部の代替機能の確保 

市は、市対策本部が被災した場合等市対策本部を

市役所内（迫庁舎内）に設置できない場合に備え、

市対策本部の予備施設をあらかじめ指定する。 

なお、事態の状況に応じ、市長の判断により下記

の順位を変更することを妨げるものではない。 

また、市区域外への避難が必要で、市の区域内に

市対策本部を設置することができない場合には、知

事と市対策本部の設置場所について協議を行う。 

第１順位     消防防災センター 

第２順位     石越総合支所   

 

（２） （略） 

（３）市対策本部の組織構成及び機能 

市対策本部の組織構成及び各組織の機能は以下のと

おりとする。 

（略） 

第２章 市対策本部の設置等 

 

 

 

 

 １ 市対策本部の設置   

（１）市対策本部の設置の手順 

① から ⑤まで （略） 

⑥ 本部の代替機能の確保 

市は、市対策本部が被災した場合等市対策本部を

市役所内（迫庁舎内）に設置できない場合に備え、

市対策本部の予備施設をあらかじめ指定する。 

なお、事態の状況に応じ、市長の判断により下記

の順位を変更することを妨げるものではない。 

また、市区域外への避難が必要で、市の区域内に

市対策本部を設置することができない場合には、知

事と市対策本部の設置場所について協議を行う。 

第１順位  登米市消防防災センター 

第２順位  登米市石越防災センター 

 

（２） （略） 

（３）市対策本部の組織構成及び機能 

市対策本部の組織構成及び各組織の機能は以下のと

おりとする。 

市対策本部を迅速に設置するため、市対策本部を設置する

場合の手順や市対策本部の組織、機能等について、次のとお

り 定める。 

市対策本部を迅速に設置するため、市対策本部を設置する

場合の手順や市対策本部の組織、機能等について、以下のと

おり定める。 
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39 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

42 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）から（８）まで （略） 

 ２ 通信の確保   

（１）情報通信手段の確保 

市は、携帯電話、衛星携帯電話、移動系市防災行政

無線等の移動系通信回線若しくは、インターネット、

ＬＧＷＡＮ（総合行政ネットワーク）、同報系無線、

地域防災無線   等の固定通信回線の利用又は臨時

回線の設定等により、対策本部との間で国民保護措置

の実施に必要な情報通信手段を確保する。 

（２）及び（３） （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）から（８）まで （略） 

 ２ 通信の確保   

（１）情報通信手段の確保 

市は、携帯電話、衛星携帯電話、移動系市防災行政

無線等の移動系通信回線若しくは、インターネット、

ＬＧＷＡＮ（総合行政ネットワーク）、同報系無線、

移動系防災行政無線等の固定通信回線の利用又は臨時

回線の設定等により、対策本部との間で国民保護措置

の実施に必要な情報通信手段を確保する。 

（２）及び（３） （略） 
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43 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

47 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 関係機関相互の連携 

 

 

 

 

 

 

 １ 国、県の対策本部との連携   

（１）（略） 

 （２）国・県の現地対策本部との連携 

（略） 

                           

                           

                        

 

２ 知事、指定行政機関の長、指定地方行政機関の長等への措置

要求用 から ８ 住民への協力要請  まで （略） 

 

第４章 警報及び避難の指示等 

第１ 警報の伝達等 

 

 

 

 

 

 １ 警報の内容の伝達等   

（略） 

 ２ 警報の内容の伝達方法   

第３章 関係機関相互の連携 

 

 

 

 

 

 

 １ 国、県の対策本部との連携  

（１）（略） 

 （２）国・県の現地対策本部との連携 

（略） 

 また、国の現地対策本部長が武力攻撃事態 等合同対策 

協議会を開催する場合には、当該 協議会へ参加し、国民 

保護措置に関する情報の交換や相互協力に努める。 

 

２ 知事、指定行政機関の長、指定地方行政機関の長等への措置

要求用 から ８ 住民への協力要請  まで （略） 

 

第４章 警報及び避難の指示等 

第１ 警報の伝達等 

 

 

 

 

 

 １ 警報の内容の伝達等   

 （略） 

 ２ 警報の内容の伝達方法   

市は、国民保護措置を的確かつ迅速に実施するため、国、

県、他の市町村、指定公共機関及び指定地方公共機関その他

関係機関と相互に密接することとし、それぞれの関係機関と

市との連携を円滑に進めるために必要な事項について、次の

とおり 定める。 

市は、武力攻撃事態等において、住民の生命、身体及び財

産を保護するため、警報の内容の迅速かつ的確な伝達及び通

知を行うことが極めて重要であることから、警報の伝達及び

通知等に必要な事項について、次のとおり 定める。 

市は、国民保護措置を的確かつ迅速に実施するため、国、

県、他の市町村、指定公共機関及び指定地方公共機関その他

関係機関と相互に密接することとし、それぞれの関係機関と

市との連携を円滑に進めるために必要な事項について、以下

のとおり定める。 

市は、武力攻撃事態等において、住民の生命、身体及び財

産を保護するため、警報の内容の迅速かつ的確な伝達及び通

知を行うことが極めて重要であることから、警報の伝達及び

通知等に必要な事項について、以下のとおり定める。 
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（１）警報の内容の伝達方法 

警報の内容の伝達方法については、当面の間は、現在市

が保有する伝達手段に基づき              

、                          

                       原則と

して以下の要領により行う。 

① 「武力攻撃が迫り、又は現に武力攻撃が発生したと

認められる地域」に市が含まれる場合 

この場合においては、原則として、同報系防災行政

無線                 で国が定め

たサイレンを最大音量で吹鳴して住民に注意喚起した

後、武力攻撃事態等において警報が発令された事実等

を周知する。 

② 「武力攻撃が迫り、又は現に武力攻撃が発生したと

認められる地域」に市が含まれない場合 

ア この場合においては、原則として、サイレンは使

用せず、防災行政無線              

        ホームページへの掲載をはじめと

する手段により、周知を図る。 

イ なお、市長が特に必要と認める場合には、サイレ

ンを使用して住民に周知を図る。 

また、広報車の使用、消防団や自主防災組織による伝

達、自治会等への協力依頼など防災行政無線      

                よる伝達方法以外の

方法も活用する。 

 

（１）警報の内容の伝達方法 

警報の内容は、緊急情報ネットワークシステム（Em-

et）、全国瞬時警報システム（J-ALERT）等を活用し、地方

公共団体に伝達される。市長は、全国瞬時警報システム

（J-ALERT）と連携している情報伝達手段等により、原則と

して以下の要領により情報を伝達する。 

① 「武力攻撃が迫り、又は現に武力攻撃が発生したと

認められる地域」に市が含まれる場合 

この場合においては、原則として、コミュニティＦ

Ｍを活用した緊急告知ラジオ及び屋外放送で国が定め

たサイレンを最大音量で吹鳴して住民に注意喚起した

後、武力攻撃事態等において警報が発令された事実等

を周知する。 

② 「武力攻撃が迫り、又は現に武力攻撃が発生したと

認められる地域」に市が含まれない場合 

ア この場合においては、原則として、サイレンは使

用せず、コミュニティＦＭを活用した緊急告知ラジ

オ及び屋外放送やホームページへの掲載をはじめと

する手段により、周知を図る。 

イ なお、市長が特に必要と認める場合には、サイレ

ンを使用して住民に周知を図る。 

また、広報車の使用、消防団や自主防災組織によ

る伝達、自治会等への協力依頼などコミュニティＦ

Ｍを活用した緊急告知ラジオ及び屋外放送による伝

達方法以外の方法も活用する。 
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※ 【全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）を用いた場

合の対応】 

弾道ミサイル攻撃のように対処に時間的余裕がない事

態については、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＥＲＴ）

が整備され、瞬時に国から警報の内容が送信されること

になった場合には、消防長が定めた方法により防災行政

無線等を活用して迅速に住民へ警報を伝達することとす

る。 

 

（２）市長は、消防機関と連携し、あるは自主防災組織等の自 

発的な協力を得ることなどにより、各世帯等に警報の内容 

を伝達することができるよう、体制を整備する。 

この場合において、消防本部は保有する車両・装備を有

効に活用し、巡回等による伝達を行うとともに、消防団

は、平素からの地域との密接なつながりを活かし、自主防

災組織、自治会や災害時要援護者 等への個別の伝達を行

うなど、それぞれの特性を活かした効率的な伝達が行われ

るように配慮する。 

また、市は、県警察の警察官による拡声機や標示を活用

した警報の内容の伝達が的確かつ迅速に行われるよう、県

警察と緊密な連携を図る。 

（３）警報の内容の伝達においては、特に、高齢者、障害

者 、外国人等に対する伝達に配慮するものとし、具体的

には、災害時要援護者 について、防災・福祉部局との連

携の下で地域防災計画に定める要援護者対応計画を活用す

※  全国瞬時警報システム（J-ALERT）によって情報が伝達され

なかった場合においては、緊急情報ネットワークシステム  

（Em-net）によって伝達された情報をホームページ等に掲載す

る等により、周知を図る。                 

                             

                             

                             

   

 

（２）市長は、消防機関と連携し、あるは自主防災組織等の自

発的な協力を得ることなどにより、各世帯等に警報の内容

を伝達することができるよう、体制を整備する。 

この場合において、消防本部は保有する車両・装備を有

効に活用し、巡回等による伝達を行うとともに、消防団

は、平素からの地域との密接なつながりを活かし、自主防

災組織、自治会や避難行動要支援者等への個別の伝達を行

うなど、それぞれの特性を活かした効率的な伝達が行われ

るように配慮する。 

また、市は、県警察の警察官による拡声機や標示を活用

した警報の内容の伝達が的確かつ迅速に行われるよう、県

警察と緊密な連携を図る。 

（３）警報の内容の伝達においては、特に、高齢者、障がい

者、外国人等に対する伝達に配慮するものとし、具体的に

は、避難行動要支援者について、防災・福祉部局との連携

の下で地域防災計画に定める避難行動要支援者名簿を活用
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るなど、災害時要援護者 に迅速に正しい情報が伝達さ

れ、避難などに備えられるような体制の整備に努める。 

（４） （略） 

 ３ 緊急通報及の伝達及び通知  

 （略） 

 

第２ 避難民の誘導等 

 

 

 

 

 

 

 １ 避難の指示の通知・伝達   

（略） 

 ２ 避難実施要領の策定   

（１）避難実施要慮の策定 

   （略） 

（２）避難実施要領の策定の際における考慮事項 

① から ⑤ まで  （略） 

⑥ 要援護者の避難方法の決定 

（地域防災計画に定める要援護者対応計画      、

災害時要援護者支援班の設置） 

⑦ から ⑩ まで （略） 

 ３ 避難住民の誘導   

（１）市長による避難住民の誘導 

するなど、避難行動要支援者に迅速に正しい情報が伝達さ

れ、避難などに備えられるような体制の整備に努める。 

（４） （略） 

 ３ 緊急通報及の伝達及び通知  

 （略） 

 

第２ 避難民の誘導等 

 

 

 

 

 

 

 １ 避難の指示の通知・伝達   

（略） 

 ２ 避難実施要領の策定   

（１）避難実施要慮の策定 

   （略） 

（２）避難実施要領の策定の際における考慮事項 

① から ⑤ まで  （略） 

⑥ 要援護者の避難方法の決定 

（地域防災計画に定める避難行動要支援者個別避難計画、

避難行動要支援班  の設置） 

⑦ から ⑩ まで （略） 

 ３ 避難住民の誘導   

（１）市長による避難住民の誘導 

市は、県の避難の指示に基づいて、避難実施要領を作成

し、避難住民の誘導を行うこととなる。市が住民の生命、身

体、財産を守るための責務の中でも非常に重要なプロセスで

あることから、避難の指示に住民等への通知・伝達及び避難

住民の誘導について、次のとおり 定める。 

市は、県の避難の指示に基づいて、避難実施要領を作成

し、避難住民の誘導を行うこととなる。市が住民の生命、身

体、財産を守るための責務の中でも非常に重要なプロセスで

あることから、避難の指示に住民等への通知・伝達及び避難

住民の誘導について、以下のとおり定める。 
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52 

   （略） 

（２）消防機関の活動 

消防本部及び消防署は、消火活動及び救助・救急活動の

状況を勘案しつつ、市長の定める避難実施要領に基づき、

要所に消防車両等を配置し、車載の拡声器を活用する等効

果的な誘導を実施するとともに、自力歩行困難な災害時要

援護者 の人員輸送車両等による運送を行う等保有する装

備を有効活用した避難住民の誘導を行う。 

消防団は、消火活動及び救助・救急活動について、消防

本部又は消防署と連携しつつ、自主防災組織、自治会等と

連携した避難住民の誘導を行うとともに、災害時要援護者   

 に関する情報の確認や要避難地域内残留者の確認等を担

当する等、地域とのつながりを活かした活動を行う。 

（３）から（５）まで  （略） 

（６）高齢者、障害者 等への配慮 

市長は、高齢者、障害者 等の避難を万全に行うため、

災害時要援護者 支援班を設置し、社会福祉協議会、民生

委員、介護保険制度関係者、障害者団体等と協力して、災

害時要支援者 への連絡、運送手段の確保を的確に行うも

のとする。   （ゲリラ・特殊部隊による攻撃等に際し

ては、被害が局地的、限定的なものにとどまることが多い

ことから、時間的余裕がなく、移動により攻撃に巻き込ま

れる可能性が高い場合は、屋内への避難を現実的な避難方

法として検討せざるを得ない場合もあり得る。） 

（７）から（13）まで  （略） 

 （新設） 

  （略） 

（２）消防機関の活動 

消防本部及び消防署は、消火活動及び救助・救急活動の

状況を勘案しつつ、市長の定める避難実施要領に基づき、

要所に消防車両等を配置し、車載の拡声器を活用する等効

果的な誘導を実施するとともに、自力歩行困難な避難行動

要支援者の人員輸送車両等による運送を行う等保有する装

備を有効活用した避難住民の誘導を行う。 

消防団は、消火活動及び救助・救急活動について、消防

本部又は消防署と連携しつつ、自主防災組織、自治会等と

連携した避難住民の誘導を行うとともに、避難行動要支援

者に関する情報の確認や要避難地域内残留者の確認等を担

当する等、地域とのつながりを活かした活動を行う。 

（３）から（５）まで  （略） 

（６）高齢者、障がい者等への配慮 

市長は、高齢者、障がい者等の避難を万全に行うため、

避難行動要支援者支援班を設置し、社会福祉協議会、民生

委員、社会福祉事業者 、障がい者団体等と協力して、避

難行動要支援者への連絡、運送手段の確保を的確に行うも

のとする。ただし、ゲリラ・特殊部隊による攻撃等に際し

ては、被害が局地的、限定的なものにとどまることが多い

ことから、時間的余裕がなく、移動により攻撃に巻き込ま

れる可能性が高い場合は、屋内への避難を現実的な避難方

法として検討せざるを得ない場合もあり得る。  

（７）から（13）まで  （略） 

 （14）大規模集客施設における避難 
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第５章 救 援 

 １ 救援の実施   

（１）救援の実施 

   ① から ⑧ まで  （略） 

⑨ 死体の捜索及び処理 

   ⑩ （略） 

（２）救援の補助  （略） 

 ２ 関係機関との連携   

 （略） 

 ３ 救援の内容   

（１）救援の基準等 

市長は、事務の委任を受けた場合は、「武力攻撃事態等

における国民の保護のための措置に関する法律による救援

の程度及び方法の基準」（平成 16年厚生労働省告示第３４

３号。以下「救援の程度及び基準」という。）及び県国民

保護計画の内容に基づき救援の措置を行う。 

市長は、「救援の程度及び基準」によっては救援の適切

な実施が困難であると判断する場合には、知事に対し、厚

生労働大臣に特別な基準の設定についての意見を申し出る

よう要請する。 

（２）救援における県との連携 

  （略） 

    市は、大規模集客施設の施設管理者等と連携し、施設の 

特性に応じ、当該施設等に滞在する者等についても、避難

等の国民保護措置が円滑に実施できるよう必要な対策をと

る。 

 

第５章 救 援 

 １ 救援の実施   

（１）救援の実施 

   ① から ⑧ まで  （略） 

⑨ 遺体の捜索及び処理 

   ⑩ （略） 

（２）救援の補助  （略） 

 ２ 関係機関との連携   

（略） 

 ３ 救援の内容   

（１）救援の基準等 

市長は、事務の委任を受けた場合は、「武力攻撃事態等

における国民の保護のための措置に関する法律による救援

の程度及び方法の基準」（平成２５年内閣府告示第２２９

号。 以下「救援の程度及び基準」という。）及び県国民

保護計画の内容に基づき救援の措置を行う。 

市長は、「救援の程度及び基準」によっては救援の適切

な実施が困難であると判断する場合には、知事に対し、内

閣総理大臣に特別な基準の設定についての意見を申し出る

よう要請する。 

（２）救援における県との連携 

  （略） 
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第６章 安否情報の収集・提供 

 

 

 

 

 

 

 １ 安否情報の収集   

 （略） 

 ２ 県に対する報告   

市は、県への報告にあたっては、原則として、      

                      安否情報省令

第２条に規定する様式第３号に必要事項を記載した書面（電磁

的記録を含む。）を、電子メールで県に送付する。 

ただし、事態が急迫してこれらの方法によることができない

場合は、口頭や電話などでの報告を行う。 

 ３ 安否情報の照会に対する回答   

（１）安否情報の照会の受付 

① （略） 

② 住民からの安否情報の照会については、原則として市

対策本部に設置する対応窓口に、安否情報省令   に

規定する様式第４号に必要事項を記載した書面を提出す

ることにより受け付ける。ただし、安否情報の照会を緊

急に行う必要がある場合や照会しようとする者が遠隔地

に居住している場合など、書面の提出によることができ

ない場合は、口頭や電話、電子メールなどでの照会も受

け付ける。 

第６章 安否情報の収集・提供 

 

 

 

 

 

 

 １ 安否情報の収集   

 （略） 

 ２ 県に対する報告   

市は、県への報告にあたっては、原則として、安否情報シス

テムを使用する。システムが使用できない場合は安否情報省令

第２条に規定する様式第３号に必要事項を記載した書面（電磁

的記録を含む。）を、電子メールで県に送付する。 

ただし、事態が急迫してこれらの方法によることができない

場合は、口頭や電話などでの報告を行う。 

 ３ 安否情報の照会に対する回答   

（１）安否情報の照会の受付 

① （略） 

② 住民からの安否情報の照会については、原則として市

対策本部に設置する対応窓口に、安否情報省令第３条に

規定する様式第４号に必要事項を記載した書面を提出す

ることにより受け付ける。ただし、安否情報の照会を緊

急に行う必要がある場合や照会しようとする者が遠隔地

に居住している場合など、書面の提出によることができ

ない場合は、口頭や電話、電子メールなどでの照会も受

け付ける。 

市は、安否情報の収集及び提供を行うにあたっては、他の

国民保護措置の実施状況を勘案の上、その緊急性や必要性を

踏まえて行うものとし、安否情報の収集、整理及び報告並び

に照会への回答について必要な事項を次のとおり 定める。 

市は、安否情報の収集及び提供を行うにあたっては、他の

国民保護措置の実施状況を勘案の上、その緊急性や必要性を

踏まえて行うものとし、安否情報の収集、整理及び報告並び

に照会への回答について必要な事項を以下のとおり定める。 
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56 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

57 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）安否情報の回答 

① 市は、当該照会に係る者の安否情報を保有及び整理し

ている場合には、安否情報の照会を行う者の身分証明書

により本人確認等を行うこと等により、当該照会が不当

な目的によるものではなく、また、  照会に対する回

答により知り得た事項を不当な目的に使用される恐れが

ないと認めるときは、安否情報省令第４条に規定する様

式第５号により、当該照会に係るものが避難住民に該当

するか否か及び武力攻撃災害により死亡し、又は負傷し

ているか否かの別を回答する。 

② 及び ③  （略） 

（３）個人の情報の保護への配慮 

  （略） 

 ４ 日本赤十字社に対する協力  （略） 

 

第７章 武力攻撃災害への対処 

第１ 武力攻撃災害への対処 

 

 

 

 

 

 

 １ 武力攻撃災害への対処の基本的考え方   

（略） 

 ２ 武力攻撃災害の兆候の通報   

 （略） 

（２）安否情報の回答 

① 市は、当該照会に係る者の安否情報を保有及び整理し

ている場合には、安否情報の照会を行う者の身分証明書

により本人確認等を行うこと等により、当該照会が不当

な目的によるものではなく、また、当該照会に対する回

答により知り得た事項を不当な目的に使用される恐れが

ないと認めるときは、安否情報省令第４条に規定する様

式第５号により、当該照会に係るものが避難住民に該当

するか否か及び武力攻撃災害により死亡し、又は負傷し

ているか否かの別を回答する。 

② 及び ③  （略） 

（３）個人の情報の保護への配慮 

  （略） 

 ４ 日本赤十字社に対する協力  （略） 

 

第７章 武力攻撃災害への対処 

第１ 武力攻撃災害への対処 

 

 

 

 

 

 

 １ 武力攻撃災害への対処の基本的考え方   

 （略） 

 ２ 武力攻撃災害の兆候の通報   

 （略） 

市は、武力攻撃災害への対処においては、災害現場にお

ける通常の対応とともに、特殊な武力攻撃災害への対応、

活動時の安全の確保に留意しながら他の機関との連携のも

とで活動を行う必要があり、武力攻撃災害への対処に関し

て基本的な事項を、次のとおり 定める。 

市は、武力攻撃災害への対処においては、災害現場にお

ける通常の対応とともに、特殊な武力攻撃災害への対応、

活動時の安全の確保に留意しながら他の機関との連携のも

とで活動を行う必要があり、武力攻撃災害への対処に関し

て基本的な事項を、以下のとおり定める。 
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58 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 応急措置等 

 

 

 

 

 

 

 １ 退避の指示   

（１）避難の指示 

市長は、武力攻撃災害が発生し、又は発生するおそれが

ある場合において、特に 必要があると認めるときは、住

民に対し避難指示を行う。 

この場合において、避難指示に際し、必要により現地調

整所を設けて（又は、関係機関により設置されている場合

には、職員を早急に派遣し）、関係機関との情報の共有や

活動内容の調整を行う。 

（２）退避の指示に伴う措置等 

① 市は、退避の指示を行ったときは、市防災行政無線、 

                          

        広報車等により速やかに住民に伝達す

るとともに、放送事業者に対してその内容を連絡する。

また、退避の指示の内容等について、知事に通知を行

う。 

退避の必要がなくなったとして、指示を解除した場合

も同様に伝達を行う。 

   ② （略） 

（３）安全の確保等 

第２ 応急措置等 

 

 

 

 

 

 

 １ 退避の指示   

（１）避難の指示 

市長は、武力攻撃災害が発生し、又は発生するおそれが

ある場合において、緊急の必要があると認めるときは、住

民に対し避難指示を行う。 

この場合において、避難指示に際し、必要により現地調

整所を設けて（又は、関係機関により設置されている場合

には、職員を早急に派遣し）、関係機関との情報の共有や

活動内容の調整を行う。 

（２）退避の指示に伴う措置等 

① 市は、退避の指示を行ったときは、コミュニティＦＭ

を活用した緊急告知ラジオ及び屋外放送、防災メール、

市ホームページ、広報車等により速やかに住民に伝達す

るとともに、放送事業者に対してその内容を連絡する。

また、退避の指示の内容等について、知事に通知を行

う。 

退避の必要がなくなったとして、指示を解除した場合

も同様に伝達を行う。 

   ② （略） 

（３）安全の確保等 

市は、武力攻撃災害が発生した場合において、緊急の必要

があると認めるときは、自らの判断に基づき、退避の指示や

警戒区域の設定を行うことが必要であり、それぞれの措置の

実施に必要な事項について、次のとおり 定める。 

市は、武力攻撃災害が発生した場合において、特に 必要

があると認めるときは、自らの判断に基づき、退避の指示や

警戒区域の設定を行うことが必要であり、それぞれの措置の

実施に必要な事項について、以下のとおり定める。 
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63 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （略） 

 ２ 警戒区域の設定   から  ４ 消防に関する措置等  まで 

 （略） 

 

第３ 生活関連等施設における災害への対応等 

 

 

 

 

 

 

 １ 生活関連等施設の安全確保  及び  ２ 危険物質等に係る

武力攻撃災害の防止及び防除   （略） 

 

第４            ＮＢＣ攻撃による災害への対処等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （新設） 

 

 

 

 

  （略） 

 ２ 警戒区域の設定   から  ４ 消防に関する措置等  まで 

 （略） 

 

第３ 生活関連等施設における災害への対応等 

 

 

 

 

 

 

 １ 生活関連等施設の安全確保  及び  ２ 危険物質等に係る

武力攻撃災害の防止及び防除   （略） 

 

第４ 武力攻撃原子力災害及びＮＢＣ攻撃による災害への対処等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 武力攻撃原子力災害への対処  

市は、原子力事業所が武力攻撃災害を受けた場合における周

囲への影響にかんがみ、次に掲げる措置を講ずる。 

この場合において、市は、原子力事業所は危険物質等の取扱

所として生活関連等施設に該当することから、生活関連等施設

市は、武力攻撃原子力災害への対処等については、原則と

して、地域防災計画[原子力災害対策編]等に定められた措置

に準じた措置を講ずるものとし、またＮＢＣ攻撃による災害

への対処については、国の方針に基づき必要な措置を講ず

る。このため、武力攻撃原子力災害及びＮＢＣ攻撃による災

害への対処に当たり必要な事項について、次のとおり 定め

る。 

市は、生活関連等施設などの特殊な対応が必要となる施

設について、国の方針に基づき必要な対処が行えるよう、

国、県、その他の関係機関と連携した市の対処に関して、

次のとおり 定める。 

市は、                        

                            

                 ＮＢＣ攻撃による災害

への対処については、国の方針に基づき必要な措置を講ず

る。このため、           ＮＢＣ攻撃による災

害への対処に当たり必要な事項について、以下のとおり定め

る。 

市は、生活関連等施設などの特殊な対応が必要となる施

設について、国の方針に基づき必要な対処が行えるよう、

国、県、その他の関係機関と連携した市の対処に関して、

以下のとおり定める。 
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に関する措置及び危険物質等の取扱所に関する措置もあわせて

講ずる。 

(１) 地域防災計画[原子力災害対策編]等に準じた措置の実施 

市は、国民保護法その他の法律の規定に基づく武力攻撃

原子力災害への対処に関する措置の実施に当たっては、原

則として、地域防災計画[原子力災害対策編]等に定められ

た措置に準じた措置を講ずる。 

(２) 放射性物質等の放出又は放出のおそれに関する通報及び

公示等 

① 市長は、放射性物質等の放出又は放出のおそれに関す 

る通報を原子力事業所から受けたとき又は内閣総理大臣 

及び原子力規制委員会(事業所外運搬に起因する場合に 

あっては、内閣総理大臣、原子力規制委員会及び国土交

通大臣。以下同じ。)若しくは知事から通知を受けたとき

は、あらかじめ定める連絡方法により、区域を所轄する

消防機関に連絡する。 

② 市長は、消防機関等からの連絡により、放射性物質等

の放出又は放出のおそれがあるとの情報を原子力事業者

並びに内閣総理大臣及び原子力規制委員会より先に把握

した場合には、直ちに原子力事業者にその内容を確認す

るとともに、その旨を内閣総理大臣及び原子力規制委員

会並びに知事に通報する。 

 (３) モニタリングの実施 

市によるモニタリングの実施については、状況に応じ、地

域防災計画[原子力災害対策編] 等に定められた措置に準じ 

た措置を講ずる。 

(４) 住民の避難等の措置 

イ 市長は、国の事態対策本部長による警報の発令や避難

措置の指示が行われた場合には、当該指示の内容を踏ま

えて、当概要避難地域の住民に対し避難を指示する。こ

の場合において、「移動による避難」や「屋内避難」の実
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施の時期や範囲については、国の事態対策本部における

専門的な分析や判断を踏まえた避難措置の指示に基づい

て、適切に行う。 

ロ 市長は、原子力事業者からの通報内容、モニタリング

結果等を勘案し、事態の状況により避難措置の指示を待

ついとまがない場合は、その判断により、緊急通報を発

令し、退避の指示などの応急措置を講ずる。 

(５) 武力攻撃原子力災害合同対策協議会との連携 

イ 国の現地対策本部は、原則として、緊急事態応急対策

等拠点施設(以下「オフサイトセンター」という。)に設

置されるが、武力攻撃原子力災害による被害の状況又は

武力攻撃の排除等との調整の必要性に応じ、県庁等に設

置されることがある。 

ロ 国の現地対策本部は、オフサイトセンター等におい

て、応急対策実施区域を管轄する地方公共団体の対策本

部等とともに、武力攻撃原子力災害合同対策協議会を組

織することとされている。 

なお、武力攻撃原子力災害合同対策協議会は、国の現 

地対策本部長により主導的に運営されるほか、防災基本 

計画(原子力災害対策編)の定めの例により行われる。 

ハ 国民保護法第 105条第 7項に規定する応急対策の実施

に係る公示が行われた後における官邸及び緊急時対応セ

ンター(原子力規制庁)と現地との連絡については、原則

として、原子力施設等における応急対策に関する情報に

ついては原子力施設事態即応センター(原子力事業者本店

等)を通じ、オフサイト対応に関する情報については国の

現地対策本部を通じて行われる。 

(６) 安定ヨウ素剤の服用 

市長は、安定ヨウ素剤の予防服用の実施等については、

地域防災計画[原子力災害対策編]の定めの例により行う。 

(７) 避難退域時検査及び簡易除染の実施 
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１ ＮＢＣ攻撃による災害への対処  

  （略） 

（１） から （４）まで （略） 

（５）市長の権限 

市長は、知事より汚染の拡大を防止するため協力の要請

があったときは、措置の実施に当たり、県警察等関係機関

と調整しつつ、次の表に掲げる権限を行使する。 

 対象物件等 措 置 

１号 （略） （略） 

２号 （略） （略） 

３号 死体 （略） 

４号 （略） （略） 

５号 （略） （略） 

６号 （略） （略） 

 

 

 

 

市長は、ＯＩＬに基づく防護措置として避難又は一時移

転を指示された住民等（ただし、放射性物質が放出される

前に予防的に避難した住民を除く。）を対象に、避難退域

時検査及び簡易除染の実施については、地域防災計画[原

子力災害対策編]の定めの例により行う。 

(８) 食料品等による被ばくの防止 

市長は、必要に応じ、飲食物の摂取制限等の措置につい

て、地域防災計画[原子力災害対策編]の定めの例により行

う。 

 

２ ＮＢＣ攻撃による災害への対処  

（略） 

（１） から （４）まで （略） 

（５）市長の権限 

市長は、知事より汚染の拡大を防止するため協力の要請

があったときは、措置の実施に当たり、県警察等関係機関

と調整しつつ、次の表に掲げる権限を行使する。 

 対象物件等 措 置 

１号 （略） （略） 

２号 （略） （略） 

３号 遺体 （略） 

４号 （略） （略） 

５号 （略） （略） 

６号 （略） （略） 

 

 

 

 



 

登米市国民保護計画 新旧対照表 

項番号 修正前 修正後 備考 
 

- 36 - 

66 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

67 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

68 

第８章 被災情報の収集及び報告 

 

 

 

 

 

○被災情報の収集及び報告 

① 市は、電話、市  防災行政無線その他の通信手段によ

り、武力攻撃災害が発生した日時及び場所又は地域、発生

した武力攻撃災害の状況の概要、人的及び物的被害の状況

等の被災状況について収集する。 

② から ④ まで  （略） 

 

第９章 保健衛生の確保その他の措置 

 

 

 

 

１ 保健衛生の確保  

（１）保健衛生対策  

市は、避難先地域において、県と連携し医師等保健医療

関係者による健康相談、指導等を実施する。 

この場合において、高齢者、障害者 その他特に配慮を

要する者の心身双方の健康状態には特段の配慮を行う。 

 （２）から（５）まで （略） 

２ 廃棄物の処理  

第８章 被災情報の収集及び報告 

 

 

 

 

 

○被災情報の収集及び報告 

① 市は、電話、移動系防災行政無線その他の通信手段によ

り、武力攻撃災害が発生した日時及び場所又は地域、発生

した武力攻撃災害の状況の概要、人的及び物的被害の状況

等の被災状況について収集する。 

② から ④ まで  （略） 

 

第９章 保健衛生の確保その他の措置 

 

 

 

 

１ 保健衛生の確保  

（１）保健衛生対策  

市は、避難先地域において、県と連携し医師等保健医療

関係者による健康相談、指導等を実施する。 

この場合において、高齢者、障がい者その他特に配慮を 

要する者の心身双方の健康状態には特段の配慮を行う。 

 （２）から（５）まで （略） 

２ 廃棄物の処理  

市は、被災情報を収集するとともに、知事に報告すること

とされていることから、被災情報の収集及び報告にあたり必

要な事項について、次のとおり 定める。 

市は、避難所等の保健衛生の確保を図り、武力攻撃災害に

より発生した廃棄物の処理を適切かつ迅速に行うことが重要

であることから、保健衛生の確保その他の措置に必要な事項

について、次のとおり 定める。 

市は、被災情報を収集するとともに、知事に報告すること

とされていることから、被災情報の収集及び報告にあたり必

要な事項について、以下のとおり定める。 

市は、避難所等の保健衛生の確保を図り、武力攻撃災害に

より発生した廃棄物の処理を適切かつ迅速に行うことが重要

であることから、保健衛生の確保その他の措置に必要な事項

について、以下のとおり定める。 
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68 

 

 

 

 

 

 

69 

 

 

 

 

 

 

 

70 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （１）廃棄物の特例処理 （略） 

（２）廃棄物処理対策 

① 市は、地域防災計画の定めに準じて、「震災廃棄物対

策指針」（平成 10年厚生省生活衛生局作成       

       ）等を参考としつつ、廃棄物処理体制を

整備する。 

   ② （略） 

 

第 10章 国民生活の安定に関する措置 

 

 

 

 

 

 １ 生活関連物資等の価格安定  から ３ 生活基盤等の確保  

まで（略） 

 

第 11章 特殊標章等の交付及び管理 

 

 

 

 

 

 

（１）から（３）まで （略） 

 

 

 

 

 （１）廃棄物の特例処理 （略） 

（２）廃棄物処理対策 

① 市は、地域防災計画の定めに準じて、「災害廃棄物対

策指針」（平成 30年環境省環境再生・資源循環局災害廃

棄物対策室作成）等を参考としつつ、廃棄物処理体制を

整備する。 

   ② （略） 

 

第 10章 国民生活の安定に関する措置 

 

 

 

 

 

 １ 生活関連物資等の価格安定  から ３ 生活基盤等の確保  

まで（略） 

 

第 11章 特殊標章等の交付及び管理 

 

 

 

 

 

 

（１）から（３）まで （略） 

 

 

 

 

市は、武力攻撃事態等においては、水の安定的な供給等を

実施することから国民生活の安定に関する措置について、以

下のとおり定める。 

市は、武力攻撃事態等においては、水の安定的な供給等を

実施することから国民生活の安定に関する措置について、次

のとおり 定める。 

市は、ジュネーヴ諸条約及び第一追加議定書に規定する特

殊標章及び身分証明書（以下「特殊標章等」という。）を交付

及び管理することとなるため、これらの標章等の適切な交付

及び管理に必要な事項について、以下のとおり定める。 

市は、ジュネーヴ諸条約及び第一追加議定書に規定する特

殊標章及び身分証明書（以下「特殊標章等」という。）を交付

及び管理することとなるため、これらの標章等の適切な交付

及び管理に必要な事項について、次のとおり 定める。 
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72 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

73 

 

 

 

 

 

第４編  復旧等 

第１章 応急の復旧 

 

 

 

 

 

 

 １ 基本的な考え方   

  （１）市が管理する施設及び設備の緊急点検等 

 （略） 

（２）通信機器の応急の復旧 

市は、武力攻撃災害の発生により、   防災行政無

線等関係機関との通信機器に被害が発生した場合には、

予備機への切替等を行うとともに、保守要員により速や

かな復旧措置を講ずる。また、復旧措置を講じてもなお

障害がある場合には、他の通信手段により関係機関との

連絡を行うものとし、直ちに総務省にその状況を連絡す

る。 

  （３）県に対する支援の要請   （略） 

 ２ 公共的施設の応急の復旧    （略） 

 

第２章 武力攻撃災害の復旧 

 

 

 

 

 

 

第４編  復旧等 

第１章 応急の復旧 

 

 

 

 

 

 

 １ 基本的な考え方   

  （１）市が管理する施設及び設備の緊急点検等 

 （略） 

（２）通信機器の応急の復旧 

市は、武力攻撃災害の発生により、移動系防災行政無

線等関係機関との通信機器に被害が発生した場合には、

予備機への切替等を行うとともに、保守要員により速や

かな復旧措置を講ずる。また、復旧措置を講じてもなお

障害がある場合には、他の通信手段により関係機関との

連絡を行うものとし、直ちに総務省にその状況を連絡す

る。 

  （３）県に対する支援の要請 （略） 

 ２ 公共的施設の応急の復旧   （略） 

 

第２章 武力攻撃災害の復旧 

 

 

 

 

 

 

市は、その管理する施設及び設備について、武力攻撃災害

による被害が発生したときは、一時的な修繕や補修など応急

の復旧のため必要な措置を講じることとし、応急復旧に関し

て必要な事項について、次のとおり 定める。 

市は、その管理する施設及び設備について、武力攻撃災害

による被害が発生したときは、武力攻撃災害の復旧を行うこ

ととし、武力攻撃災害の復旧に関して必要な事項について、

次のとおり 定める。 

市は、その管理する施設及び設備について、武力攻撃災害

による被害が発生したときは、一時的な修繕や補修など応急

の復旧のため必要な措置を講じることとし、応急復旧に関し

て必要な事項について、以下のとおり定める。 

市は、その管理する施設及び設備について、武力攻撃災害

による被害が発生したときは、武力攻撃災害の復旧を行うこ

ととし、武力攻撃災害の復旧に関して必要な事項について、

以下のとおり定める。 
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74 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 及び （２） （略） 

 

第３章 国民保護措置に要した費用の支弁等 

 

 

 

 

 

 

 

 １ 国民保護措置に要した費用の支弁、国への負担金の請求   

から  ３ 総合調整及び指示に係る損失の補填  まで （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 及び （２） （略） 

 

第３章 国民保護措置に要した費用の支弁等 

 

 

 

 

 

 

 

 １ 国民保護措置に要した費用の支弁、国への負担金の請求   

から  ３ 総合調整及び指示に係る損失の補填  まで （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市が国民保護措置の実施に要した費用については、原則と

して国が負担することとされており、国民保護措置に要した

費用の支弁等に関する手続等に必要な事項について、次のと

おり 定める。 

市が国民保護措置の実施に要した費用については、原則と

して国が負担することとされており、国民保護措置に要した

費用の支弁等に関する手続等に必要な事項について、以下の

とおり定める。 
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75 第５編  緊急対処事態への対処 

  １ 緊急対処事態   及び  ２ 緊急対処事態における警報の

通知及び伝達   （略） 

 

第５編  緊急対処事態への対処 

  １ 緊急対処事態   及び  ２ 緊急対処事態における警報の

通知及び伝達   （略） 

 

 


